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序     文 
 

フィリピン共和国では、「フィリピン中期開発計画（MTPDP）」（2004 年～2010 年）において、

観光産業は優先産業のひとつに掲げられていますが、正確なデータ・情報に基づいて、観光開発

計画が作成されていない、という問題点が指摘されています。 
フィリピン共和国政府が「地方自治体の観光統計に係る能力強化」プロジェクトの実施を日本

政府に要請したことを受けて、独立行政法人国際協力機構は 2008 年 7 月に事前調査を行い、プロ

ジェクトの実施計画を検討しました。 
その結果、観光省及び地方自治体の能力開発を通じて、正確な観光統計データを収集・分析し、

それらに基づく観光開発計画が作成されることを目的とするプロジェクトを実施することでフィ

リピン共和国側と日本側が合意し、2009 年 5 月から 3 年の計画でプロジェクトを実施する予定で

す。 
本報告書は、上記調査の内容・結果をまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に広く

活用されることを願うものです。 
最後に、調査の実施に際し、多大なるご支援とご協力を賜りました関係各位に対しまして、心

より感謝申し上げます。 
 

平成 20 年 12 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

フィリピン事務所長 松田 教男 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 20 年 8 月 19 日 
担当部・課：フィリピン事務所 

１．案件名 
（英）Capacity Development on Tourism Statistics in Local Government Units 
（和）地方自治体の観光統計に係る能力強化プロジェクト 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）観光省（Department of Tourism：DOT）

及び地方自治体が、観光データ・統計収集・分析能力の強化を通じて、観光開発計画の作

成に係る能力開発を図ることが本プロジェクトの目標である。この目標を達成するために、

本プロジェクトは、①DOT 及び対象自治体職員の観光統計に係る能力開発、②DOT 及び対

象自治体の組織・制度面に係る能力開発、の 2 つの柱から成る成果・活動を設定している

〔なお、対象自治体は、フィリピン政府の観光政策における優先度に基づき、リージョン 4

（パラワン州）、リージョン 6（全州）及びリージョン 7（全州）において、約 5 ヵ所以上

の観光施設を有する地方自治体とする〕。 

第一の柱に関しては、まず、対象自治体を対象に、観光統計に係る研修（基礎編及び上

級編）及び観光計画（マーケティング及び投資戦略に係る計画作成を含む）に係る研修を

実施する。その結果、対象自治体が適切に観光統計データを収集・加工・分析できるよう

になることをめざす。また、DOT 本省は、各研修に参加することに加えて（一部研修には

講師として参加する）、研修終了後、研修成果が自治体に定着するようにモニター活動を行

う。最終的には、分析されたデータを基に、いくつかの観光地において試行的な観光開発

計画が策定されることをめざす。 

第二の柱に関しては、自治体の観光担当者向けのガイドブック作成、観光統計データの

管理システムの作成、観光統計マニュアルの改訂、各種研修教材の作成等を行うことによ

って、DOT 及び対象自治体の組織・制度面での能力開発をめざす。 
 

（2）協力期間 
2009 年 5 月～2012 年 4 月（予定） 

 

（3）協力総額（日本側） 
約 3 億円 

 
（4）協力相手先機関 

観光省（DOT） 
 
（5）国内協力機関 

特になし 
 



 

（6）裨益対象者及び規模、等 
対象自治体（約 130）の観光担当官及び計画担当官（約 300 名） 
DOT の観光開発計画課、等 

３．協力の必要性・位置づけ 
（1）現状及び問題点 

フィリピンの観光産業は中期開発計画（2004～2010 年）において重要産業と位置づけら

れており、DOT は「観光開発アクションプラン」を 2004 年に策定し、一層の観光開発を進

めている。より現実的かつ実効性の高い計画を策定、実施するためには、精度の高い情報

を蓄積、分析することが必要である。しかし、現状では、例えば、認定を受けていない宿

泊施設や飲食店等の情報を適時把握することが困難な状況である。 
また、地方自治体では、観光担当部署が未設置であったり、脆弱な体制であったりするこ

とに表れているように、概して観光産業に対する知識・経験が不足している。 
そこで DOT は短期専門家の派遣を日本政府に要請し、2006 年から 2007 年まで「観光開

発」専門家が派遣された。同専門家の協力を得て、地方自治体職員向けの観光統計マニュ

アル〔地方自治体（Municipality）レベルでの統計データ（特に宿泊統計）の収集・報告〕

が作成された。この成果を踏まえて、DOT は今後、地方自治体向け観光統計研修の質的・

量的拡大、DOT と地方自治体との観光統計に係る連携強化（データベースの開発など）、観

光開発計画策定に係る能力向上に取り組もうとしている。このような状況を踏まえて、DOT

は、観光政策立案及び実施能力の更なる強化を目的とした技術協力プロジェクトの要請を

日本政府に提出した。 
 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 
中期開発計画（2004～2010 年）において、観光産業の発展が重要課題のひとつとして掲

げられている。また、フィリピン統計開発計画（Philippine Statistical Development Program for 

2005 - 2010）においても、信頼のおける統計システムの開発が優先課題としてあげられてい

る。さらに、アロヨ大統領は、2006 年の施政方針演説において、フィリピンを 4 つの「ス

ーパーリージョン」に分ける中期開発計画を発表したが、そのひとつが「観光の中心地域

としてのフィリピン中部」であり、本プロジェクトの対象地域と合致する。 
 

（3）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 
本プロジェクトは、投資戦略を含む観光開発計画の策定をめざすものであり、国別援助

計画における重点分野「雇用機会の創出に向けた持続的経済成長」に対応する JICA 協力プ

ログラム「投資促進」に位置づけられる。また、国別援助計画においては、重点開発課題

へのアプローチとして、「地方自治体への支援及び地方自治体との連携強化」が謳われてい

る。本プロジェクトは、地方自治体の観光統計作成・観光開発計画策定能力向上に対する

支援を行うものなので、右アプローチと整合性があるということができる。 

４．協力の枠組み 
本プロジェクトは、対象自治体に対する研修（観光統計及び観光計画）及び、DOT 及び対象

自治体の観光計画策定に係る組織・制度面の能力強化を行うものである。DOT 本省は、プロジ



 

ェクト実施機関として、日本人専門家と協力して、対象自治体向けの研修実施、研修実施後の

モニタリング、マニュアル・教材等の作成等を行う。対象自治体は、DOT との間で覚書を交わ

し、本プロジェクトへの積極的な参加を担保する。また、対象自治体が属する州政府は、DOT
のリージョナル・オフィスと協力しながら、自治体の参加促進、自治体が作成する統計レポー

トの取りまとめ等を行う。また、研修の実施にあたっては、地方自治アカデミー（内務自治省

傘下）からオブザーバーを招聘し、プロジェクト終了後は、同アカデミーによって、研修の全

国展開を図る体制を整える。 
 

〔主な項目〕 
（1）協力の目標（アウトカム） 

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
目標：DOT 及び地方自治体が、観光データ・統計収集・分析能力の強化を通じて、観光

開発計画の作成に係る能力を開発する。 
指標：① DOT のデータベースに登録されているデータ数・項目数 

② DOT 本省における観光統計を活用した観光開発計画文書の数 
 

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

目標：観光統計に係る制度・メカニズムの整備を通じて、DOT 及び自治体によるより適

切な観光開発計画が策定・実施される。 

指標：① 観光統計手法を導入する地方自治体の数 

② 上記①の自治体における観光客数、投資案件数、その他の指標の改善 
③ DOT 及び自治体によって作成された観光統計が定期的にアップデートされ、

DOT ウェブサイト等に掲載されること 
 

（2）成果（アウトプット）と活動 

 ＜成果 1＞ 
観光統計作成及び観光開発計画策定に関して、自治体職員の能力が向上する。 

 

活動： 

1 対象自治体（州政府を含む）及び主要観光施設向けに、本プロジェクトの概要に係る

オリエンテーションを実施する。 
2 観光統計及び観光計画に係る研修モジュールを作成する。  

3 観光統計に係る研修を実施する。 
4 観光計画・マーケティング及び投資戦略に関する研修を実施する。 

5 対象自治体による試行的観光客調査をモニタリングする。 
6 観光開発計画（マーケティング及び投資戦略を含む）に係るワークショップを実施す

る。 
 

指標： 
1 研修確認テストの合格者数（受講者の 80％以上） 



 

2 対象自治体職員が、管轄する地域内の、認可された宿泊施設の 70％以上に関する情報

を把握する。 
3 すべての対象自治体が適時に統計レポートを DOT に提出する。 
4 州政府が、自治体が作成したレポートを適時に分析し、関係者に配布する。 
5 自治体によって認可された計画文書の数（各観光地当たり 1 つ以上の文書） 

 
 ＜成果 2＞ 

DOT 及び自治体の組織的・制度的な能力が開発される。 
 

活動： 
1 DOT と対象自治体の間の覚書（観光担当官の任命、予算措置等が主な内容）締結を推

進する。 
2 既存の観光統計マニュアルをレビューし、改訂する。 
3 観光統計データを収集・分析するための標準フォーマットを作成する。 
4 自治体の観光担当者向けの「観光統計作成ガイドブック」を作成する。 
5 「全国観光会議」を開催し、プロジェクトの成果（品）を他の自治体に普及する。 

 

指標： 
1 すべての対象自治体が DOT との間で覚書を締結する。 

2 宿泊施設にデータ提出を義務づける政令を発行した自治体の数（対象自治体の 30％以

上） 
3 すべての対象自治体が標準フォーマットに従って、データ収集等を行う。 

4 観光担当部署の新設、観光担当官の任命、観光事業への適切な予算配分を実施した自

治体の数（対象自治体の 50％以上） 
5 全国観光会議に参加した自治体の数 

6 プロジェクトの成果を導入したいという関心を表明した自治体の数 
 
（3）投入（インプット） 

1）日本側（総額 約 3 億円） 

① 専門家派遣 
観光統計、観光開発計画、研修管理 

② 第三国技術交換 

③ 機材供与 
ラップトップコンピュータ、ソフトウエア等 

④ その他（プロジェクト活動費） 
 

2）フィリピン側 

① カウンターパート人件費 

② 施設手配（プロジェクト事務所、研修会場） 
③ その他（ローカルコスト負担） 



 

（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 
1）上位目標達成のための外部条件 
・ DOT 及び対象自治体が、プロジェクト終了後も覚書を更新し、協力関係を継続する。

・ プロジェクトにおいて策定された観光開発計画が、自治体によって実施される。 
 

2）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・ 対象自治体が、観光統計データの管理システムの導入や観光計画の作成に関して積極

的に取り組む。 
・ DOT が別途導入するデータベースシステムが、自治体が提出するデータを取り込むこ

とができる。 
・ 対象自治体の首長（プロジェクト期間中の選挙によって選任された新首長を含む）が

覚書の内容を遵守する。 

５．評価 5 項目による評価結果 
（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 
 

フィリピン政府は、フィリピン中部を観光開発の優先地域としている（スーパーリージ

ョン構想）。プロジェクトの対象地域は、当該地域に含まれており、対象地域の選定は適切

である。 
多くの自治体において、歳入向上や雇用機会の創出の観点から、観光開発は重要なセク

ターになり得る。しかし、現時点で観光開発の重要性は必ずしも多くの自治体で認識され

ていない。例えば、多くの自治体で、正規の職員が配置されている観光担当部署が設置さ

れていない。また、観光事業に割り当てられている予算も十分ではない。本プロジェクト

は、信頼できる観光統計の提供を通じて、観光開発計画能力の向上をめざすものであり、

このような活動によって、地方自治体首長等が観光開発のポテンシャルを認識し、具体的

な行動をとることを促すものである。また、自治体との覚書締結によって、担当部署の設

置や予算割り当ても求めていくものであり、上記の問題点に対処するものである。 

また、観光統計は、観光開発の基礎となるにもかかわらず、多くの自治体の現状では、

適切かつ適時に観光統計データを収集することが困難である。したがって、この点の改善

をめざす本プロジェクトの妥当性は高い。 

さらに、国際協力銀行（JBIC）は現在、本プロジェクトと同じ地域を対象に、観光関係

のインフラストラクチャーを整備する事業を実施中である。本プロジェクトによって、自

治体の観光統計及び観光計画作成能力が向上することは、JBIC の事業とあわせて、当該地

域の観光振興に貢献すると考えられる。 
一方、本プロジェクトは、投資戦略を含む観光開発計画の策定をめざすものであり、国

別援助計画における重点分野「雇用機会の創出に向けた持続的経済成長」に対応する JICA

協力プログラム「投資促進」に位置づけられる。また、重点開発課題へのアプローチとし

て、「地方自治体への支援及び地方自治体との連携強化」が謳われている。本プロジェクト

は、地方自治体の観光統計作成・観光開発計画策定能力向上に対する支援を行うものなの

で、右アプローチと整合性があるということができる。 



 

（2）有効性 
以下の取り組みを通じ、本プロジェクトの目標は達成される見込みである。 

 
本プロジェクトでは、100 以上の自治体を対象に、観光統計（基礎編）、観光統計（上級

編）及び観光計画・マーケティング・投資戦略に関する研修を実施する。それぞれの研修

終了後、DOT 及び日本人専門家が各自治体に対してモニタリング活動を行う。その過程で、

各自治体（観光担当官）は、研修成果を活用して具体的な観光統計データ収集（試行的な

調査実施を含む）、加工、分析等を実施する。これらの活動を通じて、プロジェクト目標が

達成される見込みである。 
ただし、自治体・観光施設の本プロジェクトに対するコミットメント（外部要因）、研修

参加者の適切なスクリーニング、研修参加者の異動等の不確定要因も存在する。この点は、

DOT と各自治体の間で覚書を締結するとともに、本プロジェクトが自治体首長及び観光施

設に対するオリエンテーション等を実施することによって、不確定要素を取り除く仕組み

を導入している。 
 

（3）効率性 

本プロジェクトでは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 
 

本プロジェクトでは、各活動の成果を取りまとめるために、各活動間に十分な間隔を設

けている。この期間を利用して、DOT は各自治体の活動進捗状況をモニタリングできる。

さらに、ローカルコンサルタントを傭上し、各自治体の活動状況のモニタリング・調整を

行うことによって、現場レベルでのきめ細かなフォローを行うことができる。 
 

（4）インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

 

本プロジェクトでは主要な観光地を網羅しているので、本プロジェクトで策定された試

行的な観光開発計画が自治体によって実施されれば、持続的な観光セクターの発展に大き

く寄与することが想定される。 

また、プロジェクト終盤において、本プロジェクトで開発した研修教材、観光統計デー

タの標準フォーマット等を全国の自治体に普及することを目的に、全国観光会議を開催す

る。本プロジェクトでは対象としなかった観光地を擁する自治体が関心を示せば、それら

の地域においても観光統計に基づく観光開発計画が策定され、フィリピンの観光セクター

の持続的発展に寄与することが期待される。 
 

（5）自立発展性 
以下のとおり、本プロジェクトの自立発展性は高いと予測される。 

 

本プロジェクトでは、単発の研修だけではなく、研修終了後のモニタリング活動を通じ

て、研修参加者の知識・ノウハウの定着を図る。そのため、技術的な自立発展性は高いと



 

いえる。 
組織面の自立発展性に関しては、自治体首長の継続的なサポート、観光施設にデータ提

供を義務づける政令等の発行、自治体における必要予算の手当て、観光担当官の任命等に

依存する。本プロジェクトでは、DOT と自治体の間の覚書締結という方法によって、これ

らの実現を図る仕組みを取り入れている。また、本プロジェクトでは、各研修内容を DOT
に組織的に定着させるために、研修モジュール・教材等を整備し、最終的に DOT 内に正式

に認可されることをめざす。 
さらに、本プロジェクトで実施する研修には、地方自治アカデミー教官をオブザーバー

として招聘するが、本プロジェクトで開発された研修モジュール・教材等は、プロジェク

ト終了後、同アカデミーに引き渡され、継続的に研修の実施が担保されるようになる予定

である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
試行的に観光開発計画を作成する際には、特に環境への配慮が必要である。具体的には、エ

コ･ゾーニングの考え方を踏まえた計画づくりを研修に取り入れていく。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
2006 年 3 月～2007 年 3 月に派遣された短期専門家（観光開発）の協力で、観光統計マニュ

アルが作成された。本プロジェクトはその成果を引き継ぎ、マニュアルの必要な改訂を行うと

ともに、観光統計を活用した計画づくりをも視野に入れるものである。 

８．今後の評価計画 
・ 中間評価   プロジェクト 2 年次の前半 

・ 終了時評価  プロジェクト終了前 
・ 事後評価   プロジェクト終了 3 年後 
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第１章 事前調査の概要 
 

１－１ 要請背景 
フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）の開発計画「フィリピン中期開発計画（MTPDP）」

（2004～2010 年）において、観光産業は優先産業のひとつと明記されている。観光省（Department 
of Tourism：DOT）は 2004 年に観光開発に係るアクションプランを作成し、同プランに基づく観

光開発を推進してきた。より現実的かつ効果的な観光開発計画を策定するためには、観光産業に

係る正確なデータ・情報を蓄積し、分析することが不可欠である。しかし、DOT は現状において、

主要な宿泊施設や飲食店等に関する情報を適時・適切に把握することが困難である。 
さらに、地方自治体（Local Government Unit：LGU）においては、観光産業振興・観光開発に

関する知識や経験が不足していることが多い。例えば、観光産業を担当する部署や職員が配置さ

れていない LGU も多いことに加え、観光担当部署を有する LGU であっても、往々にして経験・

能力不足が顕著である。 
このような状況を踏まえ、フィリピン政府は、日本政府に対して、観光開発に関する専門家の

派遣を要請した。当該専門家は、2006 年度に DOT へ派遣され、LGU 職員向けの基礎的観光統計

マニュアルの作成を支援した。この成果を踏まえ、DOT は、同マニュアルを活用した研修を LGU

向けに開催し、DOT と LGU の協力関係を強化する等、DOT・LGU 職員に対する能力開発に努め

てきたところである。 
以上の経緯を踏まえ、フィリピン政府は、日本政府に対して、観光開発計画に係る能力開発を

目的とした技術協力プロジェクトの実施を要請した。右要請が日本政府に採択されたことを受け

て、JICA は事前調査団を派遣したものである。 
 

１－２ 事前調査の目的 
事前調査は、DOT本省・地方事務所（Regional Office）、対象 LGU 及び関係機関との協議を通

じて、プロジェクトの基本コンセプトを確認することを目的として実施された。事前調査の結果、

協議結果（評価 5 項目による評価結果を含む）、プロジェクトのコンセプトを取りまとめたプロジ

ェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案及び活動計画（Plan of Operation：
PO）案を盛り込んだ協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）を作成し、フィリピン側代表者と

の間で署名・交換した。 
 

１－３ 調査団構成 
事前調査団の構成は以下のとおりである。 

担 当 氏 名 所 属 

総括（現地参団） 前原 充宏 JICA フィリピン事務所 主査 

協力計画（1）（現地参団） 井上 建 JICA フィリピン事務所 所員 

協力計画（2）（現地参団） Alfred Bernarte Jr. JICA フィリピン事務所 所員 

評価分析 井田 光泰 インターワークス 
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１－４ 調査日程 

月 日 
総  括 

（前原団長） 
協力計画（1） 
（井上団員） 

協力計画（2） 
（Alfred 団員） 

評価分析 
（井田団員） 

7 月 14 日（月） 
～19 日（土）

   国内準備作業（質

問票作成等） 

7 月 20 日（日）    マニラ着 

7 月 21 日（月） DOT本省とのキックオフ会議 

7 月 22 日（火） 団内打合せ・地方調査準備作業 

7 月 23 日（水）   リージョン7 における協議・視察 

7 月 24 日（木）   リージョン7 における協議・視察 

7 月 25 日（金） DOT・団内打合せ（リージョン7 での協議を踏まえた議論） 

7 月 26 日（土）    資料作成 

7 月 27 日（日）    資料作成 

7 月 28 日（月） パラワン州にお

ける協議・視察 

  パラワン州にお

ける協議・視察 

7 月 29 日（火） DOT・団内打合せ（パラワン州での協議を踏まえた議論） 

7 月 30 日（水） DOT本省等との協議 

7 月 31 日（木）  リージョン 6 にお

ける協議・視察 

 リージョン6にお

ける協議・視察 

8 月 1 日（金） DOT・団内打合せ（リージョン6での協議を踏まえた議論） 

8 月 2 日（土）  ボラカイ島におけ

る協議・視察 

 資料作成 

8 月 3 日（日）  ボラカイ島におけ

る協議・視察 

 資料作成 

8 月 4 日（月） PDM 案・PO案に係る DOT本省との協議 

8 月 5 日（火） PDM 案・PO案に係る DOT本省との協議 

8 月 6 日（水） 団内協議 

8 月 7 日（木） DOT 及び地方自治アカデミーとの協議・M/M 署名 

8 月 8 日（金）    マニラ発 

 

１－５ 主要面談者 
（1）観光省 

Eduardo Jarque, Jr., Undersecretary, Tourism Planning and Promotions 

Roland Cañizal, Director of the Office of Tourism Development Planning 
Louella Jurilla, Regional Director for Region IV 
Edwin Trompeta, Regional Director for Region VI 

Patria Aurora Roa, Regional Director for Region VII 
Milagros Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division 
Erwin Balane, Chief, Regional Development Planning Division 
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（2）地方自治体等 
Josephine Remolador-Cabarrus, Officer-in-Charge, Bohol Tourism Office 
Adolfo Quiroga, Provincial Planning and Development Officer, Province of Cebu 
Maribel Bui, Chief Tourism Operations Officer, Province of Palawan 
Melinda Mohamad, Officer-in-Charge, City Tourism Office, Puerto Princesa City 
Virgie Sarabia, Executive Director, Boracay Foundation Incorporated 
Bombette Marin, Provincial Tourism Officer, Province of Iloilo 
Jennylind Cordero, Provincial Tourism Officer, Province of Negros Occidental 
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第２章 プロジェクトの基本枠組み 
 

事前調査の協議を経て、DOT 側と合意したプロジェクトの枠組みは以下のとおりである。 
 

２－１ プロジェクト枠組み 
（1）上位目標 

観光統計に係る制度・メカニズムの整備を通じて、DOT及び自治体によるより適切な観光

開発計画が策定・実施される。 
 

（2）プロジェクト目標 
DOT及び地方自治体が、観光データ・統計収集・分析能力の強化を通じて、観光開発計画

の作成に係る能力を開発する。 
 

（3）成 果 
1） 観光統計作成及び観光開発計画策定に関して、自治体職員の能力が向上する。 
2） DOT及び自治体の組織的・制度的な能力が開発される。 
 

（4）活 動 
1） 成果 1）に対応する活動 

・ 対象自治体（州政府を含む）及び主要観光施設向けに、本プロジェクトの概要に係る

オリエンテーションを実施する。 
・ 観光統計及び観光計画に係る研修モジュールを作成する。  

・ 観光統計に係る研修を実施する。 

・ 観光計画・マーケティング及び投資戦略に関する研修を実施する。 
・ 対象自治体による試行的観光客調査をモニタリングする。 

・ 観光開発計画（マーケティング及び投資戦略を含む）に係るワークショップを実施する。 
2） 成果 2）に対応する活動 
・ DOT と対象自治体の間の覚書（Memorandum of Understanding：MOU。観光担当官の任

命、予算措置等が主な内容）締結を推進する。 

・ 既存の観光統計マニュアルをレビューし、改訂する。 
・ 観光統計データを収集・分析するための標準フォーマットを作成する。 
・ 自治体の観光担当者向けの「観光統計作成ガイドブック」を作成する。 

・ 「全国観光会議」を開催し、プロジェクトの成果（品）を他の自治体に普及する。 
 

２－２ 本プロジェクトの成果 
本プロジェクトは、対象自治体向けの研修を実施するだけではなく、以下のような成果（アウ

トプット）・インパクトをめざすものであることを双方で確認した。 
 

（1）観光統計作成及び観光計画に関する地方自治体職員の能力強化 
具体的には、①プロジェクトの対象自治体が、宿泊施設・観光客等に係るデータを定期的
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に更新し、適時に DOT に提出するようになること、②正確な観光統計データを基に、DOT
及びプロジェクトの対象自治体が、主要な観光地に関する観光開発計画を作成できるように

なること、③適切な観光開発計画を基に、道路等のインフラストラクチャーやホテル等の観

光施設への投資が促進されること、等が成果として想定される。 
 

（2）DOT及び自治体の組織的な能力強化 
具体的には、①観光統計マニュアル、観光統計及び観光計画に係る研修モジュール・教材、

等の成果品が、DOTの省令により組織的にエンドースされ、関係者が持続的に活用できる状

態になること、②プロジェクトの対象自治体と DOTとの間で MOUが交わされ、各自治体に

おいて、観光担当者の任命・宿泊施設にデータ提供を義務づける政令の発行等、プロジェク

トの成果を持続させる仕組みが導入されること、③プロジェクトの対象地域（フィリピン中

部）以外の自治体を招聘し、「全国観光会議」を実施し、プロジェクト成果を他の自治体に普

及させること、等が想定される。 
 

２－３ プロジェクトの対象及びコンポーネント 
（1）対象地域は、リージョン4（パラワン州）、リージョン6（ボラカイ等）、リージョン7（セブ、

ボホール等）。対象自治体は約 130（各自治体から、観光担当 1 名及び計画担当 1 名の計 2 名

が研修参加）。ただし、DOT との MOU 締結等の資格要件を満たさない自治体は対象外とな

る。 
 

（2）観光統計マニュアルの改訂及び観光統計研修モジュール（基礎編、上級編）の開発基礎編

モジュールは、フィリピン観光統計の概要、観光統計マニュアルの概略、自治体による観光

統計の入力・集計・報告書作成の手順、等。 
 

（3）観光統計研修の上級編モジュールは、観光客調査の目的・実施手順、データ入力・加工・

分析方法、報告書作成、等（なお、上級編研修の一環として、実際の観光客調査を実施する）

を含む。 
 

（4）上記の観光統計マニュアル（改訂版）に沿って、標準データ入力テンプレートとデータ分

析用テンプレート及び、オペレータ用の簡易マニュアルを作成（観光統計データ管理システ

ムの作成）。アプリケーションはマイクロソフト Excel を想定（なお、DOTが別途、自己予算

で、データベースを外注する予定）。 
 

（5）上記の観光客調査で得られたデータを基に、観光計画研修を実施する。内容は、開発計画・

マーケティング計画・投資計画の概念と作成手順、実際のプランニングの試行（ワークショ

ップ形式）、等。ワークショップには、当該観光地にかかわる自治体だけではなく、宿泊施設

関係者（ホテル協会等）や関係事業者等も巻き込み、観光地のプロモーションに資する具体

的なツール（パンフレット、名産品のパッケージ方法等）についても議論する。 
 
（6）観光計画研修で作成された観光開発計画を基に、各自治体が計画を実施することが想定さ
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れる。また、プロジェクト終盤に、対象地域以外の自治体を招聘して全国観光会議を開催し、

プロジェクト成果の全国普及を図る。さらに、マニュアル等の成果品については、DOTが正

式にエンドースし、政府刊行物として発刊する。 
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第３章 事前調査における主な協議事項 
 

３－１ 既往協力の評価 
個別専門家による協力（2006～2007 年）により作成された「観光統計マニュアル」（今次プロ

ジェクトで改訂予定）は、DOTから非常に高く評価されていることが確認された。同マニュアル

は、基礎的な統計情報（宿泊施設の数、等）及びより高度な統計情報〔観光客調査（観光客数、

出身国・地域、宿泊場所、滞在目的、消費性向、等）〕の収集方法等を記載しているものであり、

セブ及びボホールにおいて、基礎的な統計情報に係る研修（基礎編）が実施された。 
DOT は、同マニュアルを活用して、地方自治体向けの研修を自助努力で行ってきたことも確認

された。今次要請のプロジェクトは、実際の観光計画作成をめざすものであり、対象自治体のコ

ミットメントが不可欠であるが、この点は DOT が主体的に調整を図ることが期待される。 
 
３－２ プロジェクトのスコープ 

DOTとの協議の結果、プロジェクトの対象地域は、以下の 11 の州（Province）とすることとし

た。 
 

リージョン6：西ネグロス（Negros Occidental）州、ギマラス（Guimaras）州、カピス（Capiz）

州、アンティケ（Antique）州、アクラン（Aklan）州、イロイロ（Iloilo）州 
リージョン7：セブ（Cebu）州、ボホール（Bohol）州、シキホール（Siquijor）州、東ネグロス

（Negros Oriental）州 

リージョン4-B：パラワン（Palawan）州 
 

アロヨ大統領は、2006年の施政方針演説において、フィリピンを 4 つの「スーパーリージョン」

に分ける中期開発計画を発表したが、そのひとつが「観光の中心地域としてのフィリピン中部」

である。上記の各州は、「フィリピン中部」に位置しており、フィリピン政府の政策方針と合致す

るといえる。したがって、これらの州はプロジェクト対象として適切と判断される。 

なお、DOTからは、アルバイ（Albay）州、南カマリネス（Camarines Sur）州、ソルソゴン（Sorsogon）
州（いずれもリージョン5）も対象地域として含めたい、との要望があった。調査団としては、限

られた投入で、広範な対象地域の事業を適切に実施管理することは困難であることから、上記の

11 州を対象地域として、残りの 3 州を対象に含めるかどうかについては、プロジェクトの進捗を

踏まえつつ、中間評価の時点で判断することを提案し、DOT側の了解を得た。 
DOT 及び上記の州政府によると、プロジェクトの対象地域に含まれる LGUで、観光地・観光

施設をある程度有する LGU の数は 131 である。内訳は、以下のとおりである。 
ボホール：21、セブ：39、パラワン：20、東ネグロス：17、シキホール：2、西ネグロス：10、
ギマラス：3、カピス：1、アンティケ：4、アクラン：3、イロイロ：11 

 
３－３ プロジェクトの実施体制 
（1）日本側 

本プロジェクトに配置すべき専門家の指導科目は、統計、観光開発計画、研修監理が考え

られる。また、対象地域が多いことから、プロジェクトの活動進捗状況を適切にモニタリン
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グするために、ローカルコンサルタントを効果的に活用することが重要である。 
 

（2）フィリピン側 
DOTはプロジェクトの実施機関として、日本人専門家の協力を得て、プロジェクトを実施

する。DOTは、別途、人事発令を行い、以下の職員をカウンターパートとして任命する予定

である。 
プロジェクト・ダイレクター： 

Undersecretary Eduardo Jarque, Jr., Tourism Planning and Promotions 

プロジェクト・マネージャー： 
Director Roland Cañizal, Office of Tourism Development Planning 

カウンターパート・スタッフ： 
Chief Milagros Say, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Chief Erwin Balane, Regional Development Planning Division (RDPD)  
Ms. Marivic Magno, Tourism Operations Officer II, TRSD 
Mr. Mark Aradanas, Tourism Operations Officer II, RDPD 
Mr. Ramil Basuel, Data Analyst, TRSD 

Mr. Jocel Banas, Computer Programmer, TRSD 

地方事務所のカウンターパート・スタッフ： 
Director Louella Jurilla, Region IV and two (2) regional planning/statistics staff 

Director Edwin Trompeta, Region VI and two (2) regional planning/statistics staff 

Director Patria Aurora Roa, Region VII and two (2) regional planning/statistics staff 
 

３－４ LGU の関与 
本プロジェクトは、LGU が観光統計情報を適切・適時に収集・分析し、DOT に報告できるよ

うになることを通じて、DOT 及び LGU の観光開発計画作成に係る能力開発を図るものである。

したがって、対象 LGUが積極的に本プロジェクトへ参加する仕組みを構築することが、プロジェ

クトの目標達成にとって極めて重要である。また、対象LGUは非常に多数にわたることから、プ

ロジェクトの円滑な実施を担保するためにも、各対象 LGUが能動的にプロジェクトへの参加をコ

ミットすることが重要である。 

このような観点から、DOT と対象 LGU の間で、MOU を交わすことが有効であると考えられる。

MOU の内容は、DOT と LGU の役割分担を明記するとともに、本プロジェクトへ参加する LGU 

は、専任の観光担当官ポストを設置する、宿泊施設にデータ提出を義務づける条例を制定する、

等の要件を満たすべきこと等を明記することが想定される。 
上記 MOU に署名した LGU のみが、本プロジェクトへの参加（研修への参加）資格を有すると

みなされる。さらに、プロジェクトの実施過程を通じて、DOTカウンターパート・チーム及び日

本人専門家チームは、各 LGU が MOU 記載事項を遵守しているかどうか（例えば、観光担当官を

指名したかどうか、等）をモニターし、遵守状況が良好な LGU のみをその後のプロジェクト活

動の対象とみなすことも考えられる。 

DOT と調査団は、上記の考えに基づき MOU を締結することに基本的に合意した。事前調査終

了後、DOT は MOU の素案を作成することとなった。 
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３－５ 研修の実施方法 
本プロジェクトの対象自治体は、フィリピン中部の 11 州における 100 以上の自治体を対象にす

る。研修の効果を高め、プロジェクト成果の達成につなげるために、研修を実施するだけではな

く、研修終了後のフォローアップ〔メンタリング（mentoring）・セッション〕を重視し、研修成

果の定着と、「実際に活用できる成果品作成」をめざす。また、対象サイトが多いため、進捗状況

を的確にモニタリングするためには、相応の貼り付け（日本人・ローカルコンサルタント）が必

要になると思われる。本プロジェクトで実施する研修は以下のとおりである。 
 

（1）観光統計基礎コース 
対象自治体を 4 グループに分けて実施。研修終了後、メンタリング・セッションとして、

参加自治体の研修成果活用状況（観光統計の入手、集計等）を巡回指導する。 
 
（2）観光統計上級コース 

対象自治体を 4 グループに分けて実施。研修終了後、研修成果を踏まえて、観光客調査（観

光施設、空港等）を実施する。各州において 4 ヵ所の主要観光地を選定し、四半期ごとに計

4 回実施する（4 ヵ所×11 州×4 回）。調査の準備・実施にあたっては、専門家チーム及び DOT

（本省・地域事務所）によって巡回指導を行う。 
 

（3）観光計画 

対象自治体を 4 グループに分けて実施。ワークショップ形式で、主要観光地の実際の計画

作成（提案書作成）を行う。研修終了後のメンタリング・セッションとして、提案書の熟度

向上、実現可能性等につき、巡回指導を行う。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 
 

プロジェクトの基本的枠組みを評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）により評価した結果は次のとおりである。 
 

４－１ 妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

 

フィリピン政府は、フィリピン中部を観光開発の優先地域としている（スーパーリージョン構

想）。プロジェクトの対象地域は、当該地域に含まれており、対象地域の選定は適切である。 
多くの自治体において、歳入向上や雇用機会の創出の観点から、観光開発は重要なセクターに

なり得る。しかし、現時点で観光開発の重要性は必ずしも多くの自治体で認識されていない。例

えば、多くの自治体で、正規の職員が配置されている観光担当部署が設置されていない。また、

観光事業に割り当てられている予算も十分ではない。本プロジェクトは、信頼できる観光統計の

提供を通じて、観光開発計画能力の向上をめざすものであり、このような活動によって、地方自

治体首長等が観光開発のポテンシャルを認識し、具体的な行動をとることを促すものである。ま

た、自治体との MOU 締結によって、担当部署の設置や予算割り当ても求めていくものであり、

上記の問題点に対処するものである。 
また、観光統計は、観光開発の基礎となるにもかかわらず、多くの自治体の現状では、適切か

つ適時に観光統計データを収集することが困難である。したがって、この点の改善をめざす本プ

ロジェクトの妥当性は高い。 
さらに、国際協力銀行（JBIC）は現在、本プロジェクトと同じ地域を対象に、観光関係のイン

フラストラクチャーを整備する事業を実施中である。本プロジェクトによって、自治体の観光統

計及び観光計画作成能力が向上することは、JBIC の事業とあわせて、当該地域の観光振興に貢献

すると考えられる。 

一方、本プロジェクトは、投資戦略を含む観光開発計画の策定をめざすものであり、国別援助

計画における重点分野「雇用機会の創出に向けた持続的経済成長」に対応する JICA 協力プログ

ラム「投資促進」に位置づけられる。また、重点開発課題へのアプローチとして、「地方自治体へ

の支援及び地方自治体との連携強化」が謳われている。本プロジェクトは、地方自治体の観光統

計作成・観光開発計画策定能力向上に対する支援を行うものなので、右アプローチと整合性があ

るということができる。 
 

４－２ 有効性 
以下の取り組みを通じ、本プロジェクトの目標は達成される見込みである。 

 

本プロジェクトでは、100 以上の自治体を対象に、観光統計（基礎編）、観光統計（上級編）及

び観光計画・マーケティング・投資戦略に関する研修を実施する。それぞれの研修終了後、DOT

及び日本人専門家が各自治体に対してモニタリング活動を行う。その過程で、各自治体（観光担

当官）は、研修成果を活用して具体的な観光統計データ収集（試行的な調査実施を含む）、加工、

分析等を実施する。これらの活動を通じて、プロジェクト目標が達成される見込みである。 
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ただし、自治体・観光施設の本プロジェクトに対するコミットメント（外部要因）、研修参加者

の適切なスクリーニング、研修参加者の異動等の不確定要因も存在する。この点は、DOTと各自

治体の間で MOU を締結するとともに、本プロジェクトが自治体首長及び観光施設に対するオリ

エンテーション等を実施することによって、不確定要素を取り除く仕組みを導入している。 
 

４－３ 効率性 
本プロジェクトでは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

 

本プロジェクトでは、各活動の成果を取りまとめるために、各活動間に十分な間隔を設けてい

る。この期間を利用して、DOT は各自治体の活動進捗状況をモニタリングできる。さらに、ロー

カルコンサルタントを傭上し、各自治体の活動状況のモニタリング・調整を行うことによって、

現場レベルでのきめ細かなフォローを行うことができる。 
 

４－４ インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

 

本プロジェクトでは主要な観光地を網羅しているので、本プロジェクトで策定された試行的な

観光開発計画が自治体によって実施されれば、持続的な観光セクターの発展に大きく寄与するこ

とが想定される。 

また、プロジェクト終盤において、本プロジェクトで開発した研修教材、観光統計データの標

準フォーマット等を全国の自治体に普及することを目的に、全国観光会議を開催する。本プロジ

ェクトでは対象としなかった観光地を擁する自治体が関心を示せば、それらの地域においても観

光統計に基づく観光開発計画が策定され、フィリピンの観光セクターの持続的発展に寄与するこ

とが期待される。 
 

４－５ 自立発展性 
以下のとおり、本プロジェクトの自立発展性は高いと予測される。 

 

本プロジェクトでは、単発の研修だけではなく、研修終了後のモニタリング活動を通じて、研

修参加者の知識・ノウハウの定着を図る。そのため、技術的な自立発展性は高いといえる。 
組織面の自立発展性に関しては、自治体首長の継続的なサポート、観光施設にデータ提供を義

務づける政令等の発行、自治体における必要予算の手当て、観光担当官の任命等に依存する。本

プロジェクトでは、DOT と自治体の間の MOU 締結という方法によって、これらの実現を図る仕

組みを取り入れている。また、本プロジェクトでは、各研修内容を DOT に組織的に定着させる

ために、研修モジュール・教材等を整備し、最終的に DOT 内に正式に認可されることをめざす。 
さらに、本プロジェクトで実施する研修には、地方自治アカデミー教官をオブザーバーとして

招聘するが、本プロジェクトで開発された研修モジュール・教材等は、プロジェクト終了後、同

アカデミーに引き渡され、継続的に研修の実施が担保されるようになる予定である。 
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面談日 2008 年 7 月 21 日 

訪問先 Office of Tourism Development Planning, DOT 

面談者 Ms. Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Mr. Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 前原、井上、Alfred、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ DOT では統計部門と地域計画部門のスタッフ 8 名がカウンターパート（C/P）
になる予定。プロジェクト活動は日常的な業務内容と共通する部分が多いので、

C/P の関与度は十分確保できると思われる。不足する場合は他のスタッフを動

員することも可能。 
・ 現在、DOT では用途に応じて、FoxPro、SPSS、Excel を活用している。ソフト

ウェアの操作や統計分野の専門性については問題ない。 

観光統計

のデータ

ベースに

ついて 

・ 現在、DOT全体の統一的な統計データのプログラムを外注で開発中。データ管

理システムは、LGU、Province、DOT の 3 つのレベルで違いがある。LGU がデ

ータ・フォームに沿って入力を行い、Province に提供、Province はデータ集計・

加工・分析を行い、報告書にまとめる。DOT は報告書の集約と広報、集計デー

タを DOT の統計プログラムに反映させるというフローを想定している。LGU

レベルでは Excel などの Spreadsheet を活用するほうがよい。Province ではデー

タ量が多くなるので市販のデータベース管理ソフトがよいかもしれないが、

DOTのシステムとの整合性を検討する必要がある。LGU、Province とも、誤操

作を防ぐためにテンプレートを活用したほうがよい。 

マニュア

ル整備に

ついて 

・ 久米専門家と開発したマニュアルを実際に試行したのは、Part I（Accommodation 
Establishments：AEs）までで、Visitor Survey など未実施。プロジェクトで Part II

も実施して、このマニュアルを改訂する必要がある。 

研修につ

いて 

・ Advanced Training はマニュアルの Part II をメインとしたもので、Basic Training

では Part I がメインになる。Basic Training では観光統計の意義とコンセプト、

実施体制や方法（フォーマットの記入方法など）、報告書の概要など含めたベー

シックな内容も必要。基礎コースでも座学だけでなく、ちょっとした実際の調

査も入れて実体験したいという参加者のニーズがあるので、その辺も反映させ

る必要がある。 
・ 観光統計については Statistical Research and Training Center、プランニングについ

ては Local Government Academy などが研修サービスを提供できる。久米専門家

と作成したマニュアルは、Center の作成したマニュアルの簡易版で、Center に

は十分なマニュアル作成能力があるが、フィーが高い。 

プランニ

ングにつ

いて 

・ 本プロジェクトのプロジェクト目標にある“Action Plan for Tourism Development 

Plan”が想定するレベル・内容はまだ明確でない。 
・ DOT では、Tourism Planning、Marketing、Investment Planning などのトピック別

に、LGU対象のワークショップを開催している。観光統計の報告書ができれば、

大枠にはなるが観光開発のアクションプランを作成することは可能と思われ

３．面談記録 
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る。 

プロジェ

クト実施

上 の 課

題・留意

点 

・ 統計データの収集・蓄積・活用については、LGU、Province、Region によって

かなりレベルの違いがある。体制として観光振興部門を設置している Cebu や

Bohol のようなところもあるが、まだ部門が確立していないところもある。デ

ータ収集も LGU ではなく Region が行っているところがある。データ管理もデ

ータベースを自前で管理しているところがある一方で、手作業で集計している

場合もある。標準化したシステムを導入するための事前の調整が必要。 
・ DOT は地方分権化で既に宿泊施設の認定以外の権限（営業許可など）を LGU

に移管しているため、DOT が直接 LGU に業務を指示することができないので、

最終的にプロジェクトで提案する統計システムの導入と維持管理は LGU の意

欲とキャパシティによる。ただし、短期専門家の支援を得て Bohol と Cebu で

AEs の統計システム導入を試行したが、LGUは非常に積極的に受け入れたので、

それほど導入に関しては問題ないと思う。Cebu と Bohol では試行によって意欲

が高まり、Bohol では研修未実施の LGU に対して Provincial Council の予算を得

て独自に研修を行うなどの成果も生まれた。研修の結果、AE のデータを提供

する LGU も増えたが、研修だけでは限界がある。 

想定され

るプロジ

ェクトの

効果 

・ Region 11 の要請で、久米専門家と開発した研修モジュールで研修を実施した。

本プロジェクトで開発した研修モジュールをパッケージ化して PRすれば、独自

予算で研修を実施する Province や LGU もあると思う。 

・ 研修モジュールやマニュアルが大学・専門学校の観光学科のカリキュラム（観

光統計）に加えてもらえれば、教育機関にとっても就職活動で有利になるし、

地方自治体にとっても卒業生が標準的な観光統計の方法を理解しているので即

戦力化できる。標準化されたマニュアルを普及するという意味でもメリットが

あると思う。 

依頼事項 ・ DOT に導入予定のデータベースシステムの概要 

・ 観光セクターのステークホルダーのリストと活動内容 
・ DOT の組織図とスタッフ配置表 

 

面談日 2008 年 8 月 5 日 

訪問先 Regional Planning Division, DOT-Central 

面談者 Mr. Erwin Balane, Chief, RDPD 
Ms. Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Mr. Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 Alfred、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ Regional Planning Division から 2 名参加。プロジェクトの概要は Director と Ms. 
Milagros から十分説明を受けているので、Regional Planning Division の役割も理

解している。 
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プランニ

ングにつ

いて 

・ 観光分野の計画策定の問題は、計画自体が客観的な数字に基づいていないこと

と、知事が代わるとマスタープランがあってもほとんど尊重されずプログラム

が実施されないので、数年経つと有名無実化してしまうこと。 
・ 現状として Planning Division の役割は、Region のプログラムのモニタリングが

メイン。やる気のある LGUが個別の観光振興プログラムやプロジェクトを作成

するのを支援するというのが DOT の役割として効果的だと思う。そのために

も、プロジェクトで観光開発計画、マーケティングプラン、事業計画のつくり

方のガイドブックやマニュアルを作成してもらえれば、Planning Division がその

後のサポートがやりやすい。 
・ 過去、LGUを対象に Marketingや Tourism Development Planningのワークショッ

プを開催している。ただし、研修に適任者が派遣されていなかったり、Planning
のワークショップと Marketing のワークショップの参加者が異なるといったこ

とが多かった。 
・ 観光振興のプランニングでは、リゾート、温泉、エコツアーなど地域によって

ニーズが異なる。そうした個別ニーズに対応するのが難しい（DOT 側にノウハ

ウがない）。 

・ 2003 年に ArcView を入れて、GIS の活用を図った。操作方法のトレーニングを

受けたが業務化しなかったので、使われなくなった。 

 

面談日 2008 年 7 月 23 日 

訪問先 Lunch meeting in Cebu 

面談者 Mr. Eduardo Jarque, Undersecretary, Tourism Planning and Promotions 

Mr. Rolando Cañizal, Director, Office of Tourism Development Planning, DOT 
Ms. Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 

Mr. Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 Alfred、井田 

面談内容  

プロジェ

クトコス

トの負担 

・ プロジェクト実施にかかるコストのうち、DOT スタッフの旅費・日当などは

DOT が負担する。研修については JICA にお願いしたい。サイトが多く日本人

専門家が不在の期間が出るので、ローカルコンサルタントを雇用してモニタリ

ングや業務促進できるとよい。研修を外部委託するのはよくない。講師やマニ

ュアル開発でスポット的に活用するほうがよい。 

観光統計

のデータ

ベースに

ついて 

・ LGUレベルではできるだけ簡易なフォーマット、データベースでないと継続し

て活用してもらえない。Excel あるいは Access など活用したほうがよい。今回

対象となるデータは全国レベルの統計データではなく、特定の観光地の統計デ

ータ整備なので、DOTで導入予定のデータベースシステムとの整合性について

も問題ない。 
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研修・マ

ニュアル

整備につ

いて 

・ LGU を対象とした研修では参加者の選定に Province や Municipality が関与する

ので、スクリーニング、Province/Municipalityとの協議に時間をとって、適切な

研修者が参加できるようにしてほしい。 
・ 研修場所も職場で実施すると他の業務や電話などが入り、研修に集中できない

ことが多い。できれば、1 週間程度、別の施設で集中してやったほうがよい（例

えば、Bohol は Cebu、Cebu は Bohol など）。 

プランニ

ングにつ

いて 

・ 優先度としては、LGUがきちんと観光統計の重要性を理解して、継続してデー

タ収集を行うことなので、観光開発計画、投資計画、マーケティングプランな

どを教える意味は、観光統計が計画策定に不可欠であることを体感してもらう

こと。実際のプランはその次の段階になる。 

想定され

るプロジ

ェクトの

効果 

・ プロジェクト終了後、研修プログラムの継続性を確保するためには、プロジェ

クトで開発したプログラムを Local Government Academy に引き継ぐのがよいと

思う。他の研修機関もあるが、フィーが高いので LGU では実施できないのでは

ないか。 

その他 ・ JBIC プロジェクトとの関係については、技術協力プロジェクトがソフト、JBIC
がハードで、分野も異なるため重複する点はないと思う。逆にあまり連動させ

ると投入のタイミングなどが合わずプロジェクトの進捗を妨げたりする危険性

がある。 

 

面談日 2008 年 7 月 23 日 

訪問先 Region 7, DOT 

面談者 Angeli V. Lapingcao, Planning Officer, DOT 7 
Ophelia R. Marquez, Senior TOO, DOT 7 
Director, Patria Roa, RD, DOT 7 
Director, Rolando Cañizal, Director, ODTF 
Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 

Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 Alfred、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ Cebu Province には Tourism Office はあるが、Officer がいない。代理はいるが

Political Appointee なので定期的に入れ替わってしまう。このため、PPDO スタ

ッフを対象としたほうがよい。彼らはプランニングが業務で正規職員なのでほ

とんど異動しない。 

観光統計

について 
・ Boholでは知事が観光客数の推移に関心を示していることもあり、統計データの

収集に意欲的。 
・ 管轄する Province の現状は以下のとおり。 

➢ Cebu：53 の Municipality（9 cities+44 towns）中、観光スポットや宿泊施設の

あるところが 39。約 10 の Municipality がデータ収集をきちんとやっている。

➢ Bohol：48 の Municipality（1 city+47 towns）中、データ収集を依頼している
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のは 21。このうち、きちんと収集しているのは 6。 
・ 観光統計の課題は次のとおり。 

➢ LGU からの月例報告が不定期で全体をまとめるのに数ヵ月遅れということ

もある。 
➢ LGU がきちんとデータ収集していない宿泊施設については Region が直接対

応しなければならない。 
➢ DOT へ提出するデータが税務署などと共有されるのではないかといった懸

念から、協力を得るのが難しい宿泊施設がある。DOT が認定する宿泊施設は

対応してくれるが、それ以外の施設にはプレッシャーがかからない。Hotel 
Association といった業界団体はあるが、幹事会社の秘書が事務局を兼務でい

るだけなのでコーディネーションはしてくれるが、彼らも加盟している宿泊

施設にプレッシャーをかけることはできない。 

研修につ

いて 
・ 研修の対象は以下のとおり。 
 

Province 対象 LGU Phase I の Basic Training

済みの LGU 

Cebu 39 22

Bohol 21 11

Negros Oriental 17

Siquijor 2

 

・ Phase I の教訓として、研修参加者の選定が弱かった点があげられる。候補者選

定では LGU の現状をよく見て適切な人材を選ぶ必要がある。 

 

面談日 2008 年 7 月 23 日 

訪問先 Cebu Provincial Office 

面談者 Angie Lapingcao, Planning Officer, DOT 7 

Mely Labarejos, Planning Officer IV, PPDO-Cebu 

Ophelia R. Marquez, Senior TOO, DOT 7 
Adolfo V. Quiroga, PPDC, PPDO-Cebu 
Cirilo Abrenica, Jr., DC, PPDO-Cebu 

Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 Alfred、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ C/P としては 4 名（PPDO から 3 名、GIS 担当 1 名）が関与する。 
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観光統計

について 
・ Province が把握しているデータは、宿泊施設の部屋数、宿泊数、観光スポット

マップと入場者数（入場料を取っている施設）など。AEs データの収集につい

て、City は問題ないが、Town はきちんと対応できていないところがある。 
・ データ管理は Excel を利用。データベース・アプリケーションは活用していな

い。ライセンス登録している PC は１台（OS:XP, Office 2003）。 
・ インターネット環境が整備されている LGU は少ない。Fax で Province とやり取

りする。 

研修につ

いて 
・ プロジェクト後も Province と LGU がコストを負担して研修を継続することは

可能ではないかと思う。 

プランニ

ングにつ

いて 

・ Province 全体の観光開発プランはない。観光地の開発プランとしては、

“ Malapascua Island Eco-tourism Development Plan 2002 ”、“ Kawasan Falls 
Eco-tourism Development Plan (2008-2017) ”がある。これらの計画は PPDO を中

心に Technical Working Group が作成した。 
・ Kawasan では Phase I の統計データを計画・モニタリングに活用しようとしてい

る。他の LGU でも観光地の開発計画づくりに関心をもつようになった。 

・ Cebu では Council など民間が活発で、Province はコミュニティ開発、生計向上

といった視点で LGU の観光振興を支援している。 
・ プロジェクトで収集した観光統計データを GIS (Arcview)で地理情報として提

供できたらいい。 

・ PPDO と LGU の Planning Officer の月例会議があるので、この場を利用して、観

光関係のプランニングを協議するのがよいのではないか。 

プロジェ

クト実施

上 の 課

題・留意

点 

・ LGU の協力を確認するために、MOU を結んだほうがよい。 

・ 宿泊施設の協力は不可欠だが、Province としては依頼するだけで強制力はない。

ホテルオーナー・マネージャーへの働きかけが必要。 

 

面談日 2008 年 7 月 24 日 

訪問先 BTO and Bohol LGUs, Chocolate Hills Complex 

面談者 Angeli Lapingcao, Planning Officer, DOT 7 
Josephine R. Cabarrus, OIC, Bohol Tourism Office (BTO) 
Marisel B. Mandin, LOBOC-Staff, LOBOC Tourism 
Jovelyn M. Tongco, Operation Manager, Choco Hills Complex 
Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 Alfred、井田 

面談内容  
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カウンタ

ーパート

について 

・ Province レベルでは、PPDO のなかに Bohol Tourism Office があり、4 名が候補

（2 名は Basic Training 済み）。 

観光統計

について 
・ Province、Municipality ともデータ管理は Excel。プロジェクトで新規に PC の購

入が必要。 
・ LGUとの連絡は Fax。インターネットの活用は LGU の一部のみ。 

研修につ

いて 
・ Phase I では Province の Planning Officer が参加したが、実際のデータ管理担当者

ではないので、あまり効果的でなかった。実務担当者が参加しないと意味がな

い。 
・ Phase I では 11 の LGU から参加した。このうち、データ収集をきちんとできる

ようになったのは 6 つの LGU。Province がプッシュしないとなかなかデータが

集まらない。月例化は難しい。 
・ LGU レベルで Tourism Officer が配置されているのは 7 LGU。しかし 5 名は市長

が Executive Council メンバーを指名している。彼らは行政官ではなく、兼務で

分野理解もない (LobocとChocolate Hillsは行政官が Tourism Officer)。Panglao な

ど有名な観光スポットのある LGUも Tourism Officer がいない。研修には Tourism 

Officer が指名する実務担当者も参加するべき。研修参加者の選定やプロジェク

トへの支持を取り付けるためにも AEs や市長・知事などの理解促進が必要。 

・ Bohol には 60 程度しか宿泊施設がないが、点在しているので多くの LGU が含

まれる。 

プランニ

ングにつ

いて 

・ Boholの問題は、観光客が急増したが、行政が対応できていないこと。Province
も LGU も環境保全など含めて長期的な視点がない。プランなしでも観光が伸び

ているので、Local Executive レベルでプランニングの重要性についての意識は

低い。 

 

面談日 2008 年 7 月 28 日 

訪問先 Palawan Provincial Office 

面談者 Rutchel N. Alcantara, DSM. Operations Officer II, PGO Tourism Div. 
Arnold Valdez, Tourist Receptionist, PGO Tourism Div. 

Maribel C. Buni, Chief Tourism Operations Officer, PGO Tourism Div. 
Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 前原、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ 観光課は知事室直轄で、職員は 13 名（正規 6 名、嘱託 7 名）。観光振興、研修、

調査統計の 3 部門に分かれているが、課の規模が小さいのではっきりと縦割り

で業務を行っているわけではない。ここは課長が正規職員なので業務の継続性

は確保できる。 
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観光統計

について 
・ 2005 年 4～5 月に知事の要請で空港（3 ヵ所）での出口調査を実施した（約 2

週間）。調査目的は主に観光の経済効果（観光客の支出）をみること。サンプル

数は約 500、他部署の職員も動員して合計 20 名で実施した。この調査はトライ

アルとしてやったので、その後は実施していない。 
・ 観光統計のニーズは高い。問題は AEs に関する収集データはカバー率が低いた

め信頼性が低いことと、収集しているデータは総量だけなので、分析や計画に

使えないこと。このため、観光課へデータ要請やデータのニーズは高いが、応

えられていない。Province の観光開発プロジェクトのプロポーザルを提出して

も、データへの信頼性が低い点がネックになって承認されないことがある。デ

ータ依頼は Province や Municipality の Planning Officer、民間のディベロッパー、

大学などの教育機関と学生などが多い。 
・ Palawan は 24 の Municipality (１city + 23 towns)があり、観光施設が多い 20 の

Municipality が対象となるが、このうち、実際にデータを提供しているのは 6～
10 程度。提出は四半期ごとだが、提出の遅れが多い。 

・ AEs に関するデータについては、営業許可を受けている施設が約 500 あるが、

このうちデータ提供している施設は約 20％だけ。Accreditation を受けている施

設は 50 ほど。Puerto Princesa City は、Ordinance で営業許可業者にデータ提供を

義務づけているので提出率はよいが、その他の LGUからのデータがなかなかあ

がってこない。 

・ プロジェクトの対象と想定される 20 の Municipality には Tourism Officer が配置

されているが、その多くが他の部署の役職を兼務している。また、この 20 名中、

正規職員は 8 名でもともと Planning Office の出身が多い。最近、Municipality で

も観光の重要性を認識するようになり、Tourism Office を設置しようという動き

はあるが、Tourism Office 設置は LGU の Mandate ではないので、なかなか進ま

ない。 
・ データ管理は Excel を活用。データベースのアプリケーションは活用したこと

がない。インターネットは 8 つの Municipality で利用しているが、その他は Fax
か郵送でデータ提供している。 

研修につ

いて 
・ 研修参加者の要件として、Planning 部門か観光部門の職員に限定したほうがよ

い。 

プロジェ

クト実施

上 の 課

題・留意

点 

・ Palawan ではサーベイの際に地理的な制約条件を考慮する必要がある。観光施

設は主に北 Palawan にあるので対象は北部になるが、Puerto Princesa City から最

北の LGU までフェリーで 12 時間かかる。 

・ 観光課の年間事業費は 100 万ペソ程度しかないので、Visitor Survey などコスト

のかからない方法でやる必要がある。 

 

面談日 2008 年 7 月 28 日 

訪問先 Puerto Princesa City Tourism Office 

面談者 Melinda St. Mohamad, OIC-STOO, City Tourism Office 
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Mildred Paglinawan, City Tourist Receptionist, City Tourism Office 
Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 
Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 前原、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ Tourism Office の職員は 29 名で 10 名が正規職員。 

観 光 統

計・プラ

ンニング

について 

・ 地方分権化に伴う権限委譲の議論のなかで、2001 年、Tourism Ordinance を発令

した。事前にホテルなどのステークホルダーと Consultation を行ったので特に

反対や反発はなかった。その後、Amendmentなど行われている。この Ordinance
で許可要件にデータ提供が盛り込まれたので、データ収集はスムーズに行われ

ている。Palawan の宿泊施設は全体で 60～70 程度。市内の許可業者（50 業者）

は問題ないが、海岸に点在している施設からのデータ提供の遅れが問題。 

・ 市長や Council Member から観光データを求める声があり、Visitor Survey をやり

たいと思っている。 
・ Tourism Promotion Development Plan を策定したいという声もある。特に、マー

ケティングの戦略・計画が必要で、そのためにも Visitor Survey などやっていく

必要がある。 

 

面談日 2008 年 7 月 30 日 

訪問先 Regional Office 4, DOT 

面談者 Mario R. Daga, TOO II, DOT RO IV  
Louella Jurilla, Director, DOT RO IV 

Milagros Y. Say, Chief, Tourism Research and Statistics Division (TRSD) 

Ramil S. Basuel (TRSD) 

訪問者 前原、井上、Alfred、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ 人員的に Director と Planning の Head が担当。 
・ Region 4 はマニラベースなので、距離的に支援が難しい面がある。 

観光統計

のデータ

ベースに

ついて 

・ Region 全体で対象 AE の数は 200 程度。 

・ AEからのデータ提供は自治体の意向次第で強制力がないので、なかなか進まな

い。 

プランニ

ングにつ

いて 

・ Palawan は 3 つのゾーンに分けて支援している。既存のプランとしては土地利

用計画、Province の Tourism Development Plan がある。特定地域や観光地の開発

計画づくりにニーズがある。 
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面談日 2008 年 7 月 31 日 

訪問先 Regional Office 6 

面談者 Edwin G. Trompeta, Regional Director, DOT 6 
Helen J. Camarista-Catalbas, Supervising TOO, DOT 6 
Bombette G. Marin, Provincial Tourism Officer-Iloilo, Provincial Tourism Office/Iloilo 
Carina Q. Ruiz, Supervising TOO, Provincial Tourism Office/Aklan 
Jennylind D. Cordero, Provincial Tourism Office, Negros Occidental 
Ben Jimena, City Tourism Officer, Iloilo City 
Imogene S. Kana-an, City Tourism Officer, Bacolod City 
Ma. Reda R. Astronomia, TOO II, DOT 6 
Rolando Cañizal, Director, OTDP DOT 
Milagros Y. Say, Chief, TRSD DOT 
Ramil S. Basuel, TRSD 

訪問者 井上、井田 

面談内容  

カウンタ

ーパート

について 

・ Tourism Officer と Planning Officer の 2 名が継続的に研修に参加するのがよい。

相互の連携は緊密なので双方にプラスになる。 

観光統計

について 

・ 宿泊施設のデータ提供について、提出しない施設には Region や Province が直接

依頼しているが、施設側は提供する宿泊客のデータが内国歳入庁（Bureau of 

Internal Revenue：BIR）と共有されるのではないかという不信感がある。また、

観光業者への市税徴収を目的とした調査と混同したりする。政令などで強制力

をもたせる必要がある。 

・ 既存の観光統計はカバー率が低く、同じ旅行者が Province 内のホテルを移って

も 2 名とカウントされるなど、数値の信頼度が低い。航空会社の協力が得られ

ないので旅客の属性（外国人・フィリピン人の区分、観光客の特定など）がわ

からない。DOT 独自の出口調査などもできていないので、現状としては宿泊施

設からのデータの信頼性が一番高い。 

・ 観光統計の整備については実施サイドの能力不足と体制の不備が制約要因。

Region 6 の職員は 10 名だが、正規職員は 4 名。Provincial Office には Tourism 
Officer が配置されているが、専任ではなく Planning Officer との兼務が多い。な

かには農業分野と兼務といった例もある。このため、Tourism Officer といって

も観光分野の専門性は弱い。ただし、Planning Office 出身者が多いので統計デ

ータの重要性は理解している。統計担当の職員は Tourism Office には不在の場

合も、Planning Office には配置されているので協力してやれる。Iloilo ではリゾ

ート施設は少なく、宿泊施設の約 95%は大きな市に集中している。 
・ 他の問題として、データ収集の遅れがある。Bacolod City では LGU からのデー

タ提供が遅く、前年度比で観光客数の推移を市長に提出できないといった問題

が生じている。 
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・ 現在、宿泊施設の協力状況は次のとおり。 
➢ Negros Occidental Province: 許可業者約 30 のうち、28 施設が提供。Bacolod City

は 64 許可業者のうち 62 施設が提供。 
➢ Iloilo Province: 50 許可業者のうち提供は 4 施設のみ。Iloilo City は約 60 許可

業者で全施設が提供。City では 2 名の担当者が対応しており、Association of 
Iloilo Resorts and Hotels の協力もある。一方で Province には兼務の Tourism 
Officer が 1 名いるだけで対応できていない。 

➢ Bolacay では宿泊施設の協力は得ていない。エントリーポイントが空港 1 ヵ所

だけなので、空港で旅客に質問票を渡して記入してもらっている。十分な人

数を配置しているので調査に問題ない。Bolacay に 200 強、Kalibo に 20 強の

宿泊施設がある。 
・ Province、Municipality ともデータ集計は Excel を活用。ソフトのライセンスは

ない。Municipality から Province へのデータ提供や連絡は、Fax、携帯電話（テ

キストメッセージ）が多い。インターネットは LGU に接続している PC が 2 台

ほどしかない。 

研修につ

いて 
・ 研修対象（5 つ以上の施設のある LGU）は以下のとおり。 

➢ Negros Occidental: 10 LGUs (3 cities + 7 towns) 

➢ Iloilo: 11 LGUs (1 city + 10 towns) 

➢ Aklan: 3 LGUs 
➢ Antique: 4 LGUs 

➢ Guimaras: 3 LGUs 

➢ Capiz: 1 LGU 

プランニ

ングにつ

いて 

・ Province の観光開発マスタープランを作成したが、知事が代わると継続されな

い。現実的な対処法として、年度予算に応じ実施可能な計画を立てている。

Destination Specific なプランのほうが現実的（ Negros Occidental Provincial 
Office）。 

プロジェ

クト実施

上 の 課

題・留意

点 

・ Local Executive へのオリエンテーションはよいアイデアだが、彼らだけを集め

てやるべき。行政官も含めると出席しない可能性が高い。 

・ 宿泊施設へのセミナーは Association of Hotels など既存の団体の会合に含めても

らうのがよい。観光統計だけの話では責任者が出てこない可能性があるので、

日本からの観光客誘致のヒントなど得られるプレゼンテーションがあるとよ

い。 

 

面談日 2008 年 8 月 7 日 

訪問先 Local Government Academy, DILG 

面談者 Patrick John D. Megia, Local Government Operations Officer V 

訪問者 井上、Alfred、井田 

面談内容  



－57－ 

LGA の

研修 
・ Local Government Academy（LGA）では常設コースと特別コースの研修を実施

している。常設コースはガバナンス関係のコースが多い。特別コースは LGU か

らのリクエストを受けて一定数の応募があった場合に実施している。 
・ 3～5 日間程度の研修を行った場合、通常 LGU の負担は研修参加費（3,000～4,000

ペソ/人）と旅費で、ホテルを利用する場合はその分が上乗せになる。 
・ LGA では各 Region に Regional Resource Center があり、小規模な研修が可能で

ある。Region 7 のセンターの場合、宿泊可能人数 44 名、研修室、図書館など利

用できるが、ワークショップを開くほどのスペースはない。 

観光統計

について 
・ 過去に自治体からの研修リクエストがあったが、リソースがなく実施しなかっ

た。 
・ JICA-DOT プロジェクトとの連携は、Memorandum of Agreement（MOA）を結ん

でやっていきたい。プロジェクトの終了を待つ必要はなく、Basic、Advanced、
Planning のそれぞれの研修モジュールができた段階で、LGA が引き継ぐことが

できる。講師については内部講師と DOT からの派遣講師が考えられる。 
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